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多重債務問題の未然防止のためには、早い時期から発達段

階に応じて金銭の価値や計画的な使い方を教育することが
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などを対象に、特別相談を実施
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○「消費者トラブル・美容１１０番」(平成21年12月実施）

※弁護士、形成外科・美容外科医を配置
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及び中学２年生向け金融経済教育教材を開発

→４区１市 小学校７校、中学校４校において金融経済教
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○東京消費生活相談アカデミー

（消費生活相談員養成事業）

消費生活センターで活躍している消費生活相談員を対象に

５０日間の実務研修を実施

相 談 員 の 専 門 性 向 上

多重債務問題の未然防止のためには、早い時期から発達段

階に応じて金銭の価値や計画的な使い方を教育することが

重要

【平成２１年度】（自主財源で実施）

東京都多重債務問題対策協議会において、小学３年生向け

及び中学２年生向け金融経済教育教材を開発

→４区１市 小学校７校、中学校４校において金融経済教

育モデル事業実施

【平成２２年度】

都内全ての小学３年生、中学２年生に金融経済教育教材を

配布

【平成２１年度】

○健康食品の適正利用のための消費者向けDVD作成

○一人暮らし高齢者等を見守る、民生委員、介護事業者な

どを対象としたリーフレット作成

○玄関先等に貼付する悪質訪問販売お断りシールの作成

※原画を都で作成し、区市町村に配布

【平成２２年度】

○健康食品の適正利用や食品表示に関する啓発のためのパ

消費生活に影響の大きい取引形態や相談が特に多い年齢層

などを対象に、特別相談を実施

【平成２１年度】

○「消費者トラブル・美容１１０番」(平成21年12月実施）

※弁護士、形成外科・美容外科医を配置

○「賃貸住宅トラブル１１０番」 （平成22年2月実施）

※弁護士を配置

専門家を活用して区市町村と共同で実施することにより、 都及

び区市町村の相談員のレベルアップにつなげるとともに、被害の

未然防止を図る。

平成２２年度も時機に応じたテーマを設定し、継続実施

都民の消費者被害を防ぐため、消費者団体と連携・協力

【平成２１年度】

○東京都生活協同組合連合会との協働
都内地域生協の物資宅配ネットワークを活用し、生協加入世帯

に確実に消費生活情報を届ける。

○消費者月間実行委員会との協働
新たに消費者被害防止等をテーマとした意見交換会、講演会、

学習会を実施し、都の消費者月間事業の強化を図る。

成２２年度もさら 充実

個々の事業者指導・事業者処分を行うだけではなく、事業

者団体と協力し、業界全体としてより高いコンプライアン

スを確保するよう、働きかけていく。
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○事業者向けコンプライアンス講習会
不適正取引防止、表示適正化を図るため、事業者向けコンプライ

アンス講習会を開催し、事業者に対する啓発を図る。
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